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■問い合わせ先　行政経営管理課  TEL 055-223-1410Prefectural Government  Administrative Organization県の組織
　県では県民福祉の増進と県民生活の向上を図るため、各種施策を積極的に行っています。
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(単位：億円)■一般会計当初予算額の推移

■歳入と歳出

災害復旧費 38　0.8％
労働費 17　0.4％
議会費 10　0.2％
予備費  1　0.0％
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地方消費税清算金
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地 方 交 付 税 国税の一部を原資として、一定の行政水準を確保するため
に財源が不足する地方公共団体に配分されるもの

県 　 債 県が資金を調達するため、国や銀行などから借りる借入金
国 庫 支 出 金 国が地方公共団体に対し、特定の事業の財源として交付す

るもので、国庫負担金、国庫補助金、国庫委託金に分類
諸 収 入 県税の延滞金や預金利子、県からの貸付金の元利償還金な

ど、他の収入科目に含まれない収入
地方消費税清算金 地方消費税として徴収された総額を、消費に関連した基準に

より都道府県間で清算し、各地方公共団体に配分されるもの

教 育 費 県立学校の運営や校舎の整備などに要する経費
公 債 費 県債の元利償還に要する経費
土 木 費 道路の建設や河川の改修などに要する経費
民 生 費 社会福祉や児童福祉などの事業に要する経費
商 工 費 商業や工業の振興などに要する経費
農林水産業費 農業・林業・水産業の振興などに要する経費
警 察 費 公共の安全と秩序の維持に関する活動に要する経費 
衛 生 費 健康増進、疾病予防、環境保全などに要する経費

県の予算

■歳入と歳出 （単位：億円）

Prefectural Budget

令和2年度の一般会計当初予算は4,577億円

■問い合わせ先　財政課  TEL 055-223-1381,1382,1384
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諸支出金 42,023円
総務費 39,019円
災害復旧費 4,761円
労働費 2,094円
議会費 1,244円
予備費 49円
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地方消費税

自動車税 15,299円

■県民一人当たりの県税負担額 ■県民一人当たりの予算額

（1円未満四捨五入。人口は令和元年10月1日現在、山梨県常住人口調査の推計値による 812,056人）

知事政策局 政策企画グループ 政策調査グループ 秘書グループ 広聴広報グループ 東京事務所
国際戦略グループ 大阪事務所

スポーツ振興局 オリンピック・パラリンピック推進課 スポーツ振興課

県民生活部

県民生活総務課 北富士演習場対策課 統計調査課 県民安全協働課 中北地域県民センター
地域創生・人口対策課 私学・科学振興課 峡東地域県民センター

峡南地域県民センター
富士・東部地域県民センター
パスポートセンター
県民生活センター
総合理工学研究機構

リニア交通局 リニア推進課 交通政策課 リニア用地事務所

総務部
人事課 職員厚生課 財政課 税務課 職員研修所
財産管理課 （資産活用室） 行政経営管理課 市町村課 総合県税事務所
情報政策課

防災局 防災危機管理課 （火山防災対策室） 消防保安課 消防学校
富士山科学研究所（※森林環境部との共管）

福祉保健部

福祉保健総務課 健康長寿推進課 国保援護課 障害福祉課 中北保健福祉事務所（保健所）
医務課 衛生薬務課 健康増進課 峡東保健福祉事務所（保健所）

峡南保健福祉事務所（保健所）
富士・東部保健福祉事務所（保健所）
障害者相談所
精神保健福祉センター
あけぼの医療福祉センター
富士ふれあいセンター
衛生環境研究所
食肉衛生検査所
動物愛護指導センター

子育て支援局

子育て政策課 子ども福祉課 女性相談所
中央児童相談所
都留児童相談所
甲陽学園
こころの発達総合支援センター
子ども心理治療センターうぐいすの杜

森林環境部

森林環境総務課 環境・エネルギー課 大気水質保全課 環境整備課 中北林務環境事務所
みどり自然課 森林整備課 林業振興課 県有林課 峡東林務環境事務所
治山林道課 峡南林務環境事務所

富士・東部林務環境事務所
森林総合研究所
富士山科学研究所（※防災局との共管）

産業労働部

産業政策課 成長産業推進課 産業振興課 労政雇用課 計量検定所
産業人材育成課 宝石美術専門学校

産業技術センター
産業技術短期大学校
峡南高等技術専門校
就業支援センター

観光文化部

観光文化政策課 観光振興課 観光資源課 世界遺産富士山課 富士山世界遺産センター
文化振興・文化財課 埋蔵文化財センター

美術館
博物館
考古博物館
文学館

農政部

農政総務課 担い手・農地対策課 販売・輸出支援課 農業技術課 中北農務事務所
果樹・六次産業振興課 畜産課 食糧花き水産課 農村振興課 峡東農務事務所
耕地課 峡南農務事務所

富士・東部農部事務所
総合農業技術センター（病害虫防除所）
果樹試験場
専門学校農業大学校
東部家畜保健衛生所
西部家畜保健衛生所
畜産酪農技術センター
水産技術センター

県土整備部

県土整備総務課 （景観づくり推進室） （建設業対策室） 用地課 中北建設事務所
峡東建設事務所
峡南建設事務所
富士・東部建設事務所
新環状道路建設事務所
広瀬・琴川ダム管理事務所
荒川ダム管理事務所
大門・塩川ダム管理事務所
深城ダム管理事務所
流域下水道事務所

技術管理課 道路整備課 高速道路推進課 道路管理課
治水課 砂防課 都市計画課 （下水道室）
建築住宅課 （住宅対策室） 営繕課

会計管理者 出納局 会計課 管理課 工事検査課

企業局 総務課 電気課

教育庁
総務課 福利給与課 学校施設課 義務教育課
高校教育課 高校改革・特別支援教育課 生涯学習課
保健体育課

副知事

教育委員会
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内水面漁場
管理委員会

県議会

議会事務局
総務課
議事調査課

知　事

公営企業管理者

警察本部長


